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研究の概要 

ＳＮＳ普及による準拠集団影響での「共感型顕示的消費」としての海外旅行購買 

 

 

2000 年代後半にかけて発生した、若者の「海外旅行離れ現象」とは異なり、2016年以降のコロナ発生以前では、

若者の出国率が伸びている現象の背景には、当時と異なる SNS 普及により、海外旅行が準拠集団影響を強く作用

する商品カテゴリーに変化し、準拠集団影響での「共感型顕示的消費」が発生していることが考えられる。既存研

究では、海外旅行経験者へのインターネット調査結果の分析により、今までと異なる新しい観光旅行動機として

の「共感型顕示」の因子が発生していることが明らかになった。従来の緊張解消、文化見聞、現地交流、自己拡大、

自然体感、意外性の因子に加えて、「共感型顕示」の新因子が発見された。従来の因子に加えて、SNS 普及後の消

費行動に見られる特徴が、海外旅行購買行動の新しい観光旅行動機においても「共感型顕示」として存在している

ことが明らかになった。また、共感型顕示という新因子は、中年層、高年層と比較し、若年層に強く発生している

ことが判明している。 

今後、コロナ発生後における海外旅行の観光旅行動機につき、継続して研究するものである。 
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・「SNS 普及による準拠集団影響での海外旅行購買に関する考察～若者を中心とした「共感型顕示的消費」としての海外旅行～」 

・「SNS 普及による『共感型顕示型消費』としての海外旅行購買に関する考察」 

 

 

SNS 普及により、高額商品である海外旅行が、従来の私的贅沢品から公的贅沢品へと準拠集団影響を強く作用する商品カテ

ゴリーに変化し、準拠集団影響での「共感型顕示的消費」が発生しており、その旅行購買行動が、コロナ後も発生しているか、

更には、新因子である「共感型顕示」に加えて、コロナ発生後に新たな別因子が発生しているのかを継続研究することで、消

費者ニーズを捉えた観光旅行商品の造成や地域の魅力発信に役立てることができると考える。 
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